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1 背景と目的 

 

交通安全施策の効果を評価するには施策導入前後

での交通事故数の変化を観測する方法が直接的かつ

一般的である．しかしながら，もともと交通事故の

発生確率は微小であり，観測には長期間が必要であ

る上に，統計的に有意な結果を得られない場合も多

い．そこで本研究では，速度の低下や分散の減少と

いった交通状況の変化が交通事故減少に寄与すると

の認識に基づき，交通状況の変化を観測することに

よって交通安全施策の効果を評価することを目指す

ものである．その際，近年その発達が目覚ましいITS

技術の一つであるプローブカーデータを用いること

により，効率的な分析が可能となっている．ITS技術

を用いて車両挙動から交通安全を分析したものとし

ては，古屋ら1), 2)の研究がある．古屋らでは，車両挙

動を0.1秒単位で取得する等，交通安全に特化したデ

ータの収集を行っているのに対し，本研究の分析は

より一般的な目的で収集されたデータに基づくもの

であり，データ収集費用を抑えられるため汎用性が

高いと考えられる． 

著者ら3)は既に特定の区間を取り上げ，高速道路走

行抑止システムが交通状態に及ぼす影響について定

性的な分析を行っている．本稿では，これを複数の

道路区間の分析に拡張し，統計モデルを適用するこ

とによって，道路属性等の影響を考慮した分析を行

う． 

 

2 研究の概要 

 

2.1 高速走行抑止システム 

 高速走行抑止システム(以下システム)とは，交通量

の影響が少なく高速度走行が見られる夜間の実勢速

度を低下させる信号制御を指す．図1に示すように，

路線の一定区間の上下方向について，信号機のオフ

セット等の調整により，規制速度以内で走行する車

両については円滑走行を可能にする．一方で，規制

速度を超えて走行する車両については信号による停

止回数を増加させ，路線の実勢速度を抑止するシス

テムである． 

夜間高速走行抑止システムが交通安全に寄与する

仕組みとしては，まず，制限速度を超えて走行して

も当該区間を通過できない，という状況が生まれ，

次に，当該区間を通過する車両の平均速度が全体と

して低下するとともに，車両間の速度の分散が減少

する．その結果，追い越しや急な加減速も減少する．

これら交通状況の変化によって交通事故の発生抑制

および交通事故時の損傷軽減を図るものである． 

現在，名古屋市を中心として 14の路線で実施され

ており，その他の路線にも導入が検討されている． 

 

2.2 プローブカーデータ 

 本研究で用いるプローブカーデータは，名古屋に
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図 1 システムのイメージ図 
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おいて実施された InternetITS プロジェクトで収集さ

れたデータである．プロジェクトでは，約 1,500台の

タクシーに GPS車載機を取り付けており，データ項

目は，日時・速度・進行方向・加速度・実車／空車

フラグなどである．データの送信は主に発進・停止

時，前のデータ送信から 300ｍ走行，または 550秒経

過後などに行われる（本プロジェクトの詳細につい

ては三輪ら 4）を参照されたい）．本研究では，タク

シーの運転挙動の特殊性を出来るだけ排除するため，

乗客を乗せている時の車両挙動のみを対象とした分

析を行っている．また，分析対象路線区間の一部分

を通過しているものの，右左折や乗客の乗降等によ

り，区間を完全に通過していない車両データについ

ては分析から除去している． 

 

2.3 分析の方針 

本研究では，システムが交通状況に及ぼす影響を

分析する上で，①システムが意図したように高速走

行車両が信号で停止せざるを得ないという走行状態

が達成されているか，②そのような走行状態が高速

走行を抑止することで平均速度及び速度の分散が低

下しているか，③その結果，走行中の危険が減少し

ているか，という 3 段階の影響について分析を進め

る．具体的な分析項目は以下の通りである． 

① 最高速度超過車両は信号による停止が増加 

 →速度と停止回数，停止時間，停止時間を含

む平均速度との関係 

② 速度及び速度の分散の低下(整序化) 

 →最高速度，平均速度，調和平均速度の分布 

③ 危険の減少 

→同一車両の速度の変動，加減速の分布 

ここで，停止時間を含む平均速度とは対象区間距

離を通過に要した所要時間で割ったものであり，距

離の異なる区間を比較するために用いている． 

 

3 検証結果 

 

 このような施策の評価には導入前後の比較が適切

であるが，残念ながら施策導入前のプローブカーデ

ータが得られていないため，実施路線とあわせて同

様の路線でシステムが導入されていない 5 つの路線

を比較路線として分析する．各路線の上下方向を区

別するため，対象路線は 38 (= (14 + 5)*2)となる．さ

らに，高速走行抑止システムは夜間のみ実施されて

いるため，昼間と夜間を区別して分析を行う．すな

わち，サンプル数は 76 (= (14 + 5)*2*2)である． 

速度や速度の分散の変動にはシステムの実施以外

に道路属性の影響が考えられる．そこで，それらの

道路属性を考慮した上で回帰分析を行い，システム

の実施がどれくらい影響を与えているかを分析する． 

 分析に用いた道路属性に関する説明変数は，車線

数，交差点密度（＝交差点数／距離(km)），1時間当

たりの平均交通量，規制速度(km/h)，主要地方道(県

道)ダミー，主要地方道(市道)ダミー，一般道(県道)

ダミー，一般道(市道)ダミーである．このうち，1時

間当たりの平均交通量については，昼間の平均交通

量と夜間の平均交通量をそれぞれ昼間と夜間のデー

タに用いている． 

 

3.1 停止時間を含む平均速度 

個々の車両データ毎の停止時間を含む平均速度を

被説明変数として回帰分析を行った結果を表 1 に示

す．ここでは，走行時の速度と停止時間を含む平均

速度との関係を検証するため，各車両の走行時の平

均速度を説明変数に加えている． 

実施夜間速度の係数が比較夜間速度の係数より小

さな値となっていることから，システムの実施によ

り速度が速い車両ほど平均停止時間が長くなり，結

果として停止時間を含む平均速度は低くなるという

傾向が見られる．ただし，実施夜間速度と比較夜間

速度のパラメータの差は統計的には有意とは言えな

い． 

そこで，走行時の平均速度が規制速度の前後各

10km/hのデータを取り上げ，以下の式によって表さ

れる走行速度による停止時間を含む平均速度の差を

算出し，算出された値を被説明変数とした回帰分析

を行い走行速度と停止時間を含む平均速度の関係に

ついて分析した．また，路線平均の前後各 10km/hの

データについても取り上げ同様の分析を行った． 
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ただし，Di は路線 i の規制速度の前後での停止時間

を含む平均速度の路線平均の差，Vij は路線 iの車両

j の停止時間を含む平均速度，H，L は走行時の平均

速度が規制速度より速い車両の集合，遅い車両の集

合をそれぞれ表す．NiH，NiLは路線 iにおける走行時

の平均速度が規制速度より速い車両データ数，遅い

車両データ数を表す． 

決定係数は低く，全体としては良い結果とはいえ

ないが，実施ダミーについては，有意ではないもの

の，規制速度前後，平均前後ともにシステムを実施

することで停止時間を含む平均速度の差が小さくな

る傾向を示している．また，他の項目を見てみると，

車線数がいずれのモデルでも有意となっており，車

線数が大きい方が差が小さくなることが示されてい

る．規制速度，道路種別については t 値がかなり小

さいことから，停止時間を含む平均速度の差にはあ

まり影響がないと言える． 

規制速度の前後で平均の差をとると，60（km/h）

以上のデータが少ない区間が存在するため，平均停

止時間の傾向をうまくあらわせていない可能性があ

る．また，路線平均前後で差をとると，平均以上の

データを速度の速い車両とみなすことになり，平均

より 10km/h 以上速度の速い車両について効果があ

らわられていた場合にうまく分析できない可能性が

ある点に注意が必要である． 

 

3.2 各路線の平均速度 

 各車両データの最高速度・平均速度・調和平均速

度を路線毎に平均をとった値を被説明変数とし，そ

れぞれ回帰分析を行った結果を表 3 に示す．まず，

実施ダミーについて，平均速度は t 値が低く統計的

に有意ではないものの，減少傾向を示しており，調

和平均速度はシステムを実施することにより低下し

ていることが統計的に確認できた．ただし，最高速

度については t 値が低いものの増加傾向を示してい

る．これは，システムの実施が最高速度の低下につ

ながっていない可能性があることを示しているため，

さらに詳しく分析する必要があると思われる． 

 また，他の項目を見ると，夜間ダミー，交差点密

度についてそれぞれ，夜間や交差点密度が低いほど

速度が増加するという結果が得られた．また，道路

種別については，国道に比べ他の道路では速度が低

くなる傾向がみられた． 

 

3.3 速度の分散 

 各車両データの最高速度・平均速度・調和平均速

度から路線毎の分散を算出したものを被説明変数と

し，回帰分析を行った結果を表 4 に示す．決定係数

はかなり低いためあまりいい結果とは言えないが，

実施ダミーを見るとシステムの実施により速度の分

散が大きくなるという結果になっており，期待した

結果は得られなかった．これには，実施時間帯のサ

ンプル数が十分でない路線のデータが含まれている

表 1 停止時間を含む平均速度モデルの推定結果 

変数 推定値 t値 
定数項 48.54 29.26 
実施夜間速度 0.78  76.36 
比較夜間速度 0.79  40.97 
昼間速度 0.70  79.08 
実施ダミー 5.23  7.53 
比較夜間ダミー -4.02  -3.46 
車線数 -0.76  -10.29 
交差点密度 -1478.36  -22.25 
平均交通量 0.01  21.05 
規制速度 -0.89  -31.23 
主要県道 -4.24  -24.60 
主要市道 -1.35  -8.70 
一般県道 3.92  22.93 
一般市道 -5.32  -29.60 
サンプル数 21868 
修正 R2値 0.57 

 

表 2 停止時間を含む平均速度の平均の差モデル 
 規制速度前後 平均前後 
変数 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値 
定数項 -13.1  -0.79  3.72  0.41  
実施ダミー -0.14  -0.06  -1.04  -1.25  
夜間ダミー 8.04  1.99  2.23  1.42  
車線数 -3.99  -3.87  -0.81  -2.09  
交差点密度 2.78  3.29  -0.43  -1.37  
平均交通量 0.01  2.82  0.00  1.24  
規制速度 0.14  0.49  0.04  0.26  
主要県道 -0.31  -0.11  -0.36  -0.29  
主要市道 0.15  0.08  -0.71  -1.08  
一般県道 2.44  0.92  1.83  1.92  
一般市道 -4.10  -1.18  -0.22  -0.18  
サンプル数 74 70 
修正 R2値 0.21  0.19  

 



ことが考えられるが，それらのデータを除いたとし

ても増加傾向を示すことには変わりない．これにつ

いては，システムを実施しても速度の分散は低下し

ないのか，それとも速度の分散を分析するのに本研

究で用いた方法に問題があったのかをさらに分析す

る必要がある． 

 

3.4 危険の減少 

本研究では，危険の減少を検証するため，同一車

両が対象区間を通過する間にどの程度速度を変化さ

せたかを表す速度変動，および，危険を回避するた

めの急加速や急減速について分析を行ったが，目だ

った変化は確認できなかった．これは，もともとタ

クシー運転手の運転能力が一般の運転者よりも高く，

システムが導入されていなくても危険回避のための

急加速，急減速がそれほど頻繁でないことが原因と

考えられる． 

 

4 結論 

 

本研究では，プローブカーデータを用いることで，

任意の区間での車両の走行状況を詳細なレベルで把

握することを可能とし，統計解析により高速走行抑

止システムの効果を分析した．分析結果より，シス

テムの導入により，走行速度の増加による停止時間

を含む平均速度の増加率を減少させる傾向が見られ

た．また，走行速度の路線平均値はシステムの実施

により減少傾向を示した．ただし，これらの傾向は

統計的に有意とはならなかった．この原因としては，

路線間の異質性の存在が考えられるため，今後は個

別の路線毎に詳細な分析を行う必要があるものと考

えられる． 

また，速度の分散に関しては，システムの導入に

より，増加する傾向が見られた．これは，システム

が意図した交通流の整序化に対して逆効果であるこ

とを示すものであり，システムの妥当性に疑問を投

げかけるものである．これについてもより詳細な分

析が必要である． 
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表 4 速度分散モデルの推定結果 

  最高速度 平均速度 調和平均速度 
  係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値 
定数項 -7.89 -0.18 28.4  0.61  -101 -1.35 
実施ダミー 12.8  2.06  9.02  1.38  26.0  2.45  
夜間ダミー 8.83  0.81  11.5  1.00  -16.7 -0.89 
車線数 -3.49 -1.29 -5.32 -1.86 -0.26 -0.05 
交差点密度 5.49  2.43  5.09  2.14  9.20  2.38  
平均交通量 0.02  1.59  0.02  1.59  -0.01 -0.33 
規制速度 0.23  0.32  -0.40 -0.52 2.38  1.91  
主要県道 3.29  0.45  0.71  0.09  -1.66 -0.13 
主要市道 4.43  0.91  8.45  1.64  9.79  1.17  
一般県道 1.97  0.28  3.13  0.42  1.26  0.10  
一般市道 -10.9 -1.17 -5.18 -0.53 2.48  0.16  
サンプル数 75 75 75 
修正 R2値 0.08  0.06  0.12  

 

表 3 速度モデルの推定結果 

  最高速度 平均速度 調和平均速度 
  係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値 
定数項 57.1  7.58 58.0  7.28 68.4  6.92  
実施ダミー 0.74  0.67 -1.42 -1.22 -3.70 -2.55 
夜間ダミー 4.00  2.08 5.90  2.89 6.92  2.73  
車線数 0.43  0.89 -0.20 -0.39 -0.42 -0.66 
交差点密度 -2.05  -5.10 -2.37 -5.56 -2.83 -5.35 
平均交通量 0.00  0.80 0.00  0.81 0.00  0.71  
規制速度 0.21  1.72 0.04  0.29 -0.16 -1.01 
主要県道 -2.86  -2.23 -3.50 -2.58 -3.75 -2.23 
主要市道 -1.47  -1.69 -1.12 -1.21 -1.39 -1.21 
一般県道 -2.56  -2.01 -1.56 -1.16 -1.55 -0.93 
一般市道 -2.22  -1.33 -1.06 -0.60 0.05  0.02  
サンプル数 76 76 76 
修正 R2値 0.54  0.54  0.47  

 


